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高知県災害救助法施行細則の一部を改正する規則新旧対照表

高知県災害救助法施行細則（昭和23年規則第15号）の一部を次のように改正する。

改正後 改正前

第１条 災害救助法(昭和22年法律第118号。以下「法」という。)による救助

が必要であると認める災害が発生したとき又は法による救助が必要であると

見込まれるときは、知事は、当該災害発生市町村の長に被害の状況について

報告を求めるものとする。

第１条 災害救助法(昭和22年法律第118号。以下「法」という。)による救助

が必要であると認める災害が発生したとき又は法による救助が必要であると

見込まれるときは、知事は、当該市町村長に被害の状況について報告を求め

るものとする。

２ 前項に規定する場合において、事態が急迫して知事が行う救助の実施を

待ついとまがないと認めたときは、当該災害発生市町村の長は、法第13条第

２項の規定により救助の実施に着手することができる。

２ 前項に規定する場合において、事態が急迫して知事が行う救助の実施を

待ついとまがないと認めたときは、当該市町村長は、法第13条第２項の規定

により救助の実施に着手することができる。

３ 知事は、法第13条の規定に基づく救助が適切に実施されるよう災害発生

市町村の長に対し技術的な助言を行うものとする。

３ 知事は、法第13条の規定に基づく救助が適切に実施されるよう市町村長

に対し技術的な助言を行うものとする。

第２条 （略） 第２条 （略）

第３条 災害救助法施行規則(昭和22年総理庁令、厚生省令、内務省令、大蔵

省令、運輸省令第１号。以下「省令」という。)第1条に規定する公用令書、

公用変更令書及び公用取消し令書は、別記第1号様式によるものとする。

第３条 災害救助法施行規則(昭和22年総理庁令、厚生省令、内務省令、大蔵

省令、運輸省令第１号。以下「省令」という。)第1条に規定する公用令書、

公用変更令書及び公用取消し令書は、別記第1号様式による。

第３条第２項及び第３項 （略） 第３条第２項及び第３項 （略）

第４条 前条第１項の公用令書、公用変更令書又は公用取消し令書の交付を

受けた者は、その令書に添付した受領証に受領の年月日を記入して、直ちに

これを返さなければならない。

第４条 前条第１項の公用令書、公用変更令書又は公用取消し令書の交付を

受けた者は、その令書に添付した受領証に年月日を記入し、印を押して、直

ちにこれを返さなければならない。

第５条 （略） 第５条 （略）

第６条 前条の受領調書には、次に掲げる事項を記載し、これを２通作成の

上、当該職員及びその作成に立ち合った所有者又は占有者が各通に記名しな

ければならない。

第６条 前条の受領調書には、次に掲げる事項を記載し、これを２通作成の

上、当該職員及びその作成に立ち合った所有者又は占有者が各通に記名し、

印を押さなければならない。

第６条第１項第１号～第６号 （略） 第６条第１項第１号～第６号 （略）

第７条 法第10条第３項において準用する法第６条第４項の規定により当該

職員が立入検査に携帯しなければならないその身分を示す証票は、別記第３

号様式によるものとする。

第７条 法第10条第３項において準用する法第６条第４項の規定により当該

職員が立入検査に携帯しなければならない証票は、別記第３号様式による。

第８条 省令第４条に規定する公用令書及び公用取消し令書は、別記第４号

様式によるものとする。

第８条 省令第４条に規定する公用令書及び公用取消し令書は、別記第４号

様式による。
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改正後 改正前

第８条第２項及び第３項 （略） 第８条第２項及び第３項 （略）

第９条 前条第１項の公用令書又は公用取消し令書の交付を受けた者は、そ

の令書に添付した受領証に受領の年月日を記入して、直ちにこれを返さなけ

ればならない。

第９条 前条第１項の公用令書又は公用取消し令書の交付を受けた者は、そ

の令書に添付した受領証に受領の年月日を記入し、印を押して、直ちにこれ

を返さなければならない。

第10条～第12条 （略） 第10条～第12条 （略）

第13条 省令第6条に規定する扶助金支給申請書は、別記第８号様式によるも

のとする。

第13条 省令第6条に規定する扶助金支給申請書は、別記第８号様式による。

第13条第２項 （略） 第13条第２項 （略）

第14条 法第13条第１項の規定に基づき救助の実施に関する知事の権限に属

する事務の一部を災害発生市町村の長が行うこととする場合における政令第

17条第１項の規定による通知は、別記第９号様式によるものとする。

第14条 法第13条第１項の規定に基づき救助の実施に関する知事の権限に属

する事務の一部を市町村長が行うこととする場合における政令第17条第１項

の規定による通知は、別記第９号様式による。

２ 前項に規定する場合において、当該災害発生市町村の長は、第３条、第

５条、第８条及び第10条の規定するところにより、当該救助に関する事務を

処理しなければならない。

２ 前項に規定する場合において、当該市町村長は、第３条、第５条、第８

条、第10条及び第11条の規定するところにより、当該救助に関する事務を処

理しなければならない。

第15条～別表第１の１の（１） （略） 第15条～別表第１の１の（１） （略）

（２）応急仮設住宅

応急仮設住宅は、住家が全壊し、全焼し、又は流出したことにより居住す

る住家がない者であって、自らの資力では住家を得ることができないものに

供与するものとし、建設し供与するもの(以下「建設型応急住宅」とい

う。)、民間賃貸住宅を借り上げて供与するもの(以下「賃貸型応急住宅」と

いう。)その他の適切な方法により供与するものをいう。

(２) 応急仮設住宅

応急仮設住宅は、住家が全壊し、全焼し又は流出したことにより居住する

住家がない者であって、自らの資力では住家を得ることができないものに供

与するものとし、建設し供与するもの(以下「建設型応急住宅」という。)、

民間賃貸住宅を借り上げて供与するもの(以下「賃貸型応急住宅」という。)

その他の適切な方法により供与するものをいう。

別表第１の１の（２）のアの（ア） （略） 別表第１の１の（２）のアの（ア） （略）

（イ）建設型応急住宅の１戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、地

域の実情、世帯構成等に応じて設定するものとし、その設置のために支出す

ることができる費用は、設置に係る原材料費、労務費、附帯設備工事費、輸

送費及び建築事務費等の一切の経費として、5,714,000円以内とする。

（イ）建設型応急住宅の１戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、地

域の実情、世帯構成等に応じて設定するものとし、その設置のために支出す

ることができる費用は、設置に係る原材料費、労務費、付帯設備工事費、輸

送費及び建築事務費等の一切の経費として、5,714,000円以内とする。

別表第１の１の（２）のアの（ウ）～別表第１の６の（２） （略） 別表第１の１の（２）のアの（ウ）～別表第１の６の（２） （略）

（３）住宅の応急修理は、災害発生の日から３月以内（災害対策基本法（昭

和36年法律第223号）第23条の３第１項の規定に基づく特定災害対策本部、同

（３）住宅の応急修理は、災害発生の日から１月以内に完了しなければなら

ない。
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改正後 改正前

法第24条第１項の規定に基づく非常災害対策本部又は同法第28条の２第１項

の規定に基づく緊急災害対策本部が設置された災害にあっては、６月以内）

に完了しなければならない。

別表第１の７～別表第２の１の（１） （略） 別表第１の７～別表第２の１の（１） （略）

ア 医師及び歯科医師 １人１日当たり 23,600円 ア 医師及び歯科医師 １人１日当たり 23,900円

イ 薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士及び歯科衛生士

１人１日当たり 15,000円

イ 薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士及び歯科衛生士

１人１日当たり 14,700円

ウ 保健師、助産師、看護師及び准看護師 １人１日当たり 15,300円 ウ 保健師、助産師、看護師及び准看護師 １人１日当たり 15,000円

エ 救急救命士 １人１日当たり 14,400円 エ 救急救命士 １人１日当たり 14,200円

別表第２の１の（１）のオ （略） 別表第２の１の（１）のオ （略）

カ 大工 １人１日当たり 22,500円 カ 大工 １人１日当たり 22,100円

別表第２の１の（１）のキ （略） 別表第２の１の（１）のキ （略）

ク とび職 １人１日当たり 23,400円 ク とび職 １人１日当たり 23,000円

別表第２の１の（２）～別表第２の２ （略） 別表第２の１の（２）～別表第２の２ （略）
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改正後 改正前

別記第１号様式（その１） 別記第１号様式（その１）
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改正後 改正前

（その２） （その２）
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改正後 改正前

（その３） （その３）
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改正後 改正前

（その４） （その４）
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改正後 改正前

（その５） （その５）
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改正後 改正前

（その６） （その６）
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改正後 改正前

（その７） （その７）
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改正後 改正前

（その８） （その８）
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改正後 改正前

（その９） （その９）
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改正後 改正前

（その10） （その10）
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改正後 改正前

（その11） （その11）
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改正後 改正前

（その12） （その12）
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改正後 改正前

（その13） （その13）



17/25

改正後 改正前

（その14） （その14）
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改正後 改正前

（その15） （その15）
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改正後 改正前

第２号様式 （略） 第２号様式 （略）

第３号様式 第３号様式

災害救助法（抜粋）
（指定行政機関の長等の立入検査等）

第６条 略
２ 略
３ 前２項の規定により立ち入る場合においては、あらかじめその旨をその場所の管理者に通知しなければならない。
４ 当該職員が第１項又は第２項の規定により立ち入る場合は、その身分を示す証票を携帯しなければならない。
５ 第１項及び第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。
（都道府県知事等の収用等）

第９条 都道府県知事等は、救助を行うため、特に必要があると認めるとき、又は第14条の規定に基づく内閣総理大
臣の指示を実施するため、必要があると認めるときは、病院、診療所、旅館その他政令で定める施設を管理し、土
地、家屋若しくは物資を使用し、物資の生産等を業とする者に対して、その取り扱う物資の保管を命じ、又は物資
を収用することができる。

２ 略
（都道府県知事等の立入検査等）

第10条 前条第１項の規定により施設を管理し、土地、家屋若しくは物資を使用し、物資の保管を命じ、又は物資を
収用するため必要があるときは、都道府県知事等は、当該職員に施設、土地、家屋、物資の所在する場所又は物資
を保管させる場所に立ち入り検査をさせることができる。

２ 都道府県知事等は、前条第１項の規定により物資を保管させた者に対し、必要な報告を求め、又は当該職員に当
該物資を保管させてある場所に立ち入り検査をさせることができる。

３ 第６条第３項から第５項までの規定は、前２項の場合に準用する。
第34条 第６条第１項若しくは第２項若しくは第10条第１項若しくは第２項の規定による当該職員の立入検査を拒
み、妨げ、若しくは忌避し、又は第６条第２項若しくは第10条第２項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報
告をした者は、20万円以下の罰金に処する。

第35条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人の業務に関し第32条
又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対し、各本条の罰金刑を科する。

備考 １ 写真の大きさは、縦４センチメートル、横３センチメートルとする。
２ この立入検査証票を紛失し、又はこの立入検査証票の記載事項に変更を生じたときは、直ちに所属長に報告しなければならない。
３ この立入検査証票は、転任し、又は退職したときは、直ちに返納しなければならない。
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改正後 改正前

第４号様式（その１） 第４号様式（その１）
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改正後 改正前

（その２） （その２）



22/25

改正後 改正前

第５号様式 （略） 第５号様式 （略）

第６号様式（その１） 第６号様式（その１）
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改正後 改正前

（その２） （その２）
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改正後 改正前

第７号様式 （略） 第７号様式 （略）

第８号様式 第８号様式

申請者
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改正後 改正前

第９号様式 第９号様式


